
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

0101 事務 その他内部管理事務 －

室内の内部管理・監督に関する事
務全般及び食産業振興監事務補
助、予算決算、文書管理、議会対
応、職員の人事・服務・給与・福利
厚生、物品管理、広報広聴、陳情要
望、政策評価など、室内の内部管理
に関する事務全般

食産業
振興課

0 0 0 3.6 0.0 3.6 28,116
現状維

持
引き続き、適切な内部管理を行う必
要がある。

－ － － － － － － －
現状維

持

0102 事務
食品産業の振興に係る企画調整に
関する事務

－
食品関係各部課のほか国や関係機
関等からの調査、照会、要望対応

食産業
振興課

0 0 0 0.7 0.0 0.7 5,467
現状維

持
引く続き、調査や照会等には適切に
対応する必要がある。

－ － － － － － － －
現状維

持

0103 事務 食品業界に関する事務 ③
食品業界団体等に関する情報収
集、提供等

食産業
振興課

0 0 0 0.3 0.0 0.3 2,343
現状維

持
引き続き適切な事務執行を行う必
要がある。

－ ④ ①
情報収集及び情報提供は電子化済
み。

－ ⑥ ①
情報収集及び情報提供は電子化済
み。

○ ①
情報収集及び情報提供は電子化済
み。

現状維
持

0104 事務
北海道加工食品フェアに関する事
務（総務管理諸費）

②
加工食品コンクールに係る後援、表
彰及び審査員の派遣

食産業
振興課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781
現状維

持
引き続き適切な事務執行を行う必
要がある。

－ ④ ① 後援の申請受理は電子化済み。 － ⑥ ① 後援の申請受理は電子化済み。 ○ ① 後援の申請受理は電子化済み。
現状維

持

0105 事務 食品の法令等に関する事務 ②
食品リサイクル法の周知及びその
他関係法令の関係業界団体等に対
する情報提供等

食産業
振興課

0 0 0 0.1 0.0 0.1 781 現状維
持

引き続き適切な事務執行を行う必
要がある。

－ ④ ① 情報提供は電子化済み。 － ⑥ ① 情報提供は電子化済み。 ○ ① 情報提供は電子化済み。
現状維

持

0106 事務
食品業界の動向把握、分析等に関
する事務

③

食品工業の現状及び食品関連団体
名簿の作成、食関連企業経営意識
調査及び業種別業況動向調査の実
施等

食産業
振興課

0 0 0 0.2 0.0 0.2 1,562 現状維
持

引き続き、調査等を通じて食品業界
の動向を把握する必要がある。

－ ④ ① 調査は電子化済み。 － ⑥ ① 調査は電子化済み。 ○ ① 調査は電子化済み。
現状維

持

0107 05123 一般
食品産業エネルギー利用効率向上
支援事業（電源立地地域対策交付
金（電力移出県交付金分）

③

食品工場等における省エネや食品
ロス削減対策等の取組実態や課題
等を調査し、北海道の食品産業に
おけるエネルギー削減対策と競争
力の強化を図る。

食産業
振興課

0 8,184 0 0.4 0.0 0.4 11,308 ①
改善
（取組
分析）

R3年度の省エネや食品ロス削減対
策に係る調査結果を踏まえ、より効
果的な普及啓発に努める。

－ ① ②

アンケート調査や報告会の実施は
オンライン対応可能。新型コロナ
ウィルス感染症等の状況を勘案しな
がらオンラインでの実行の検討を行
う。

－ ⑥ ②

アンケート調査や報告会の実施は
オンライン対応可能。新型コロナ
ウィルス感染症等の状況を勘案しな
がらオンラインでの実行の検討を行
う。

○ ②

アンケート調査や報告会の実施は
オンライン対応可能。新型コロナ
ウィルス感染症等の状況を勘案しな
がらオンラインでの実行の検討を行
う。

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

拡充

R3年度の取組を踏まえ、食品工場等の食品ロ
ス削減やゼロカーボンの取組の課題を調査し、
道内事業者へ普及・啓発するとともに、ゼロ
カーボンに貢献する道産食品のブランド化を促
進する。

○ ○ ○

食品工場等の食品ロス削減やゼロ
カーボンの取組の課題を調査し、道
内事業者へ普及・啓発するととも
に、ゼロカーボンに貢献する道産食
品のブランド化を促進する。

0108 一般
道内食品製造業緊急総合支援事業
（臨時交付金）

④

新型コロナウイルス感染症により影
響を受けている中小・小規模事業者
に対し、地域における相談体制の構
築や専門家派遣による事業活動の
維持・継続を図るための支援を行
う。

食産業
振興課

0 33,814 0 0.3 0.0 0.3 36,157 終了
単年度事業であることから本年度で
事業終了とし、今後の実施について
は別途検討。

－ ④ ①

相談内容や相手の意向により既に
オンライン対応は実施している。な
お、対面での助言指導の重要性に
は配慮が必要。

－ ⑥ ①

相談内容や相手の意向により既に
オンライン対応は実施している。な
お、対面での助言指導の重要性に
は配慮が必要。

○ ①

相談内容や相手の意向により既に
オンライン対応は実施している。な
お、対面での助言指導の重要性に
は配慮が必要。

終了

0109 05012
05031

一般 北海道食産業総合振興機構負担金 －
北海道フード・コンプレックス国際戦
略総合特区に係るマネジメント組織
の運営に要する費用を負担する。

食産業
振興課

0 4,250 4,250 0.1 0.0 0.1 5,031 終了
令和３年度末に機構解散を予定し
ている。

－ － － － － － － － 終了

0110 05012 事務
北海道フード・コンプレックス国際戦
略総合特区に関する業務

②

北海道フード・コンプレックス国際戦
略総合特区で提案している規制・制
度の特例措置に係る国との協議、
総合特区制度運用のための各種調
整等を実施する。

食産業
振興課

0 0 0 0.7 0.0 0.7 5,467 終了
令和３年度末に特区期間が終了す
る。

－ ④ ① 事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みである。

－ ⑥
⑦ ① 事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みである。

○ ① 事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みである。

終了

0111 05012 一般
食品産業振興対策費（地域食品加
工技術センター運営事業費）（指定
管理者、委託）

⑧
道立地域食品加工技術センターの
運営・管理、企業からの依頼試験・
分析

食産業
振興課

0 62,004 41,337 0.4 0.0 0.4 65,128
現状維

持

食品工業の付加価値額は着実に向
上しており、引き続き、地域の食産
業の振興を支援する必要がある。

－ ⑤ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

－ ⑥
⑦ ②
道全体として取り組むべき課題であ
ることから、道の施設の管理者にも
取組を促す予定

○ ①

企業からの依頼試験・分析など一部
対面による実施を必要とする業務も
あるが、既に可能な範囲内でオンラ
インで実施している。

指定管理者に対し、温室効果ガス
排出削減に向けた取組やＩＣＴを活
用した利用者の利便性向上のため
の取組を求めるなど、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○

ゼロカーボン北海道やSociety5.0を
推進するため、指定管理者や委託
事業者による関係業務の実施に当
たり、北海道地球温暖化対策推進
計画や北海道Society5.0推進計画
の目標達成に資する取組を促すと
ともに、実績報告の際に取組内容を
確認する。

0112 05012 一般
食品産業振興対策費（地域食品加
工技術センター運営事業費）（補助
金）

①
道立地域食品加工技術センターの
試験研究、技術指導、技術交流、情
報提供、人材育成

食産業
振興課

0 53,305 53,305 0.4 0.0 0.4 56,429
現状維

持

食品工業の付加価値額は着実に向
上しており、引き続き、地域の食産
業の振興を支援する必要がある。

－ ①
④ ①

オホーツク圏及び十勝圏の「道立地
域食品加工技術センター」におい
て、従来はリアル開催のみだったセ
ミナーをオンラインでも参加できるよ
うに対応。

－ ⑥
⑦ ①

オホーツク圏及び十勝圏の「道立地
域食品加工技術センター」におい
て、従来はリアル開催のみだったセ
ミナーをオンラインでも参加できるよ
うに対応。

○ ①

オホーツク圏及び十勝圏の「道立地
域食品加工技術センター」におい
て、従来はリアル開催のみだったセ
ミナーをオンラインでも参加できるよ
うに対応。

ゼロカーボン北海道実現の観点か
ら、産業支援において、事業者によ
る脱炭素経営の取組を促進するとと
もに、経済的な負担とのバランスに
も配慮しながら、より一層、環境と経
済の好循環の創出につながるよう、
事業内容を検討すること。

現状維
持

ゼロカーボン北海道を推進するた
め、補助事業者による関係業務の
実施に当たり、北海道地球温暖化
対策推進計画の目標達成に資する
取組の実施を促すとともに、実績報
告の際に取組内容を確認する。

0113 一般
成長市場向けマーケティング支援事
業
（創生交付金）

②

道産食材の高付加価値化と北海道
ブランドの確立・磨き上げを図るた
め、相談会や商談会等により、首都
圏等の富裕層をターゲットとした道
産食品の磨き上げを行う。

食産業
振興課

0 11,118 6,220 0.4 0.0 0.4 14,242 終了
Ｒ３年度で時限が到来することから
本年度で事業終了とし、今後の実施
については別途検討。

－ ④ ①

相談会や商談会等の開催にあたっ
て、本来は対面が基本となるとこ
ろ、既に可能な範囲内でオンライン
での実施に取り組んでいる。

－ ⑥ ①

相談会や商談会等の開催にあたっ
て、本来は対面が基本となるとこ
ろ、既に可能な範囲内でオンライン
での実施に取り組んでいる。

○ ①

相談会や商談会等の開催にあたっ
て、本来は対面が基本となるとこ
ろ、既に可能な範囲内でオンライン
での実施に取り組んでいる。

終了

0 172,675 105,112 7.7 0.0 7.7 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

地域食品産業連携プロジェクト推進事業、道内食品製造業総合支援事業（臨時交付金）、成長市場向けマーケティング支援
事業（創生交付金）

Ⅰ
ゼロ
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Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
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コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

計

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
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（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 05011

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

食関連産業の振興

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／1 05011


